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中国における資金循環分析手法の展望

張　　　　　南

はしがき

　１９８５年から，中国では新しい国民経済計算体系を試作している。全体から見れぱ，国

民経済計算体系は実物の流れを反映する国民所得勘定を中心とした諸勘定と ，資金の流

れを反映する資金循環勘定とから成り立っている 。

　中国の現実の経済体制から見れば，８０年代から導入された商品経済化への動きは，そ

れまでの計画経済中心のあり方より ，資金の流れを一層多様化し，複雑にさせ，公的資

金から，株式，収益配当，債券調達，民間信用貸出なと民間部門における資金の流れか

多様化して，以前の資金集中化は資金分散化に変わっている。このように，資金流通径

路は多くなり ，杜会的に流通する資金需給の制度 ・構造は変化し，国家予算外の資金と

銀行信用貸出金は増加し，貨幣循環速度は変化し，貨幣発行量は増えていく 。けれども ，

このような状況に対して，中央政府が杜会全体についての資金管理方法はあまり変わ っ

ていない。１９８４年末以来，インフレーションは幾度も繰り返され，全国の実物及び資金

両面における総供給と総需要のギャッ プは拡大してきている。その主な原因の一つであ
り， また結果として生じさせてきているのは，杜会的資金循環の情報が，上の制度 ・構

造の変更に伴い，即時性と適確性とを薄めたので，マクロ 経済を コントロー ルする政策

の速効性を弱めているのである。したが って，杜会の総供給と総需要とのバランスを保

つためには，杜会資金のフローとストック ，資金の源泉と使途，実物面の経済と金融面

の経済なとの諸関係か明らかにされなけれはならない。有効な経済政策を策定するため
，

即時的かつ適確な統計情報を入手できる手当が講ぜられるべきである。以上の必要から ，

中国では，資金循環勘定を建て，それに基づいた資金循環分析を展開しなけれぼならな

い。

（４１１）



９８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第３号）

　本稿は計画的商品経済という現実の基礎に立ち，諸外国の先進的な経験と理論を参考

にし，資金循環勘定作成の方法論を中心として，中国の経済情勢と結び付く資金循環分

析の方法についての諸問題を検討してみることが，この稿のとりあえずの目的である 。

Ｉ． 資金循環分析の沿革

　１　資金循環分析の発展

　現代の商品経済では，広義の金融取引，すなわち通貨を始めとして各種の信用取引が

錯綜し，実物の流れに貨幣の逆流があるだけではなく ，金融市場や証券市場を通じて ，

その動きが経済実体に働きかげている 。

　このような資金循環分析の開拓者はアメリヵの コーネル大学のＭ．Ａ．コープランド

教授である。彼は第２次大戦後，連邦準備制度理事会の依頼を受け，この研究を着手し ，

１９５２年その研究の成果を
‘‘

Ａ　Ｓｔｕｄｙ　ｏｆ　Ｍｏｎｅｙ　Ｆ１ｏｗｓ　ｉｎ　Ｕｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ” という著作にま

とめた。マネーフロー（ｍ・ｎ・ｙ日０ｗ）という言葉は彼のこの著述によるが，その後１９５５

年米国連邦準備制度理事会の研究（Ｆ１・ｗ・ｆ　Ｆ・ｎｄ・ｉｎ　ｔｈ・Ｕ．Ｓ．）はフロー・ オブ ・ファソ

ズ（資金循環）として発表された。このｍｏｎｅｙ　ＨｏｗからＨｏｗ　ｏｆ　ｆｍｄｓへの用語の変化

は，コープラソド教授自らも認めているように，勘定体系が通貨の流への観察（… ｈ

ｂ・・ｉ・）から通貨のみならず各種の信用形態の観察へと発展したことに基づく 。現在米国

ではＨｏｗｏｆ 　ｆｕｎｄｓという用語が一般化して ，ｍｏｎｅｙＨｏｗという用語は殆ど用いられて

いない。したが って ，その統計表も資金循環勘定（日・ｗ・ｆ　ｆｍｄ・・…ｍｔ・）あるいは金融

勘定（丘ｎ・ｎ・ｉ・１・…ｍｔ・）と乎ぱれている（以下は便利のため，ＦＯＦを資金循環の略語として使

う）。

　コープラソド教授の先駆的な研究と連邦準備制度理事会の組織的な業績とがともにあ

いまち，各国関係者の関心をひき，ＦＯＦ分析の研究と作表計算が各国で相次いで行わ

れるようにな った。現在，ＦＯＦ分析の研究はアメリヵ大陸では米国 ・ヵナダ，ヨーロ

ッパ大陸ではドイツ ・英国 ・フラソス ・オランダ ・ノルウェー・ スウェー デン ・イタリ

アなど，欧米以外の地域では日本 ・韓国 ・オーストラリア ・インドなどで作成されてい

る。 ５年前，中国でもこの方面の研究を始め，１９８５年からのＦＯＦ表を作成してきてい

る。 その作成主体は全世界の主要国においてはおもに中央銀行によっ て， あるいは政府

関係機関によっ て， それぞれ行われている 。
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　こうした各国当局の動きのほかに，国際通貨基金 ・国際連合などの国際機関もＦＯＦ

統計の整備ないしその分析利用に需要な関心を示し，とくにその作成に対して積極的な

指導，勧告を行ってきている 。

　このようなＦＯＦをめぐる国際的状況は，当然学界の動きにも反映している。この分

野についての研究にしだいに関心が寄せられ，欧米においても ，アジアにおいてもすで

にいくつかの学会や，会議が催されている 。

　何故，ＦＯＦ分析はそんなに盛んにな ったのか，これは商品経済の発展と密接な関係

があるからである。資金はよく国民経済という身体における血液に例えられている。資

金の働きを見るには，ちょうど血液の循環のように，これを “資金の流れ”として捉え

ることが適切であろう 。このようにして，経済の循環構造を全体として表裏から明らか

にするには，資金の流れを追求し，それと実物の流れとの交錯関係を探求しなけれぼな

らない。すなわち，国民経済の部門を構成する各経済主体の実物，金融両面の構造を明

らかにし，どの部門の経済活動が国民経済の拡大をもたらしたか，それに必要な資金は

いかなる形態を取って，いかなる経済部門から調達されたかを見極められるならぼ，国

民経済の資金調達や資金流通の特色を浮き彫りにすることができる。ＦＯＦ分析の究極

的な目的はこの点にあるといえる 。

　２ ．分析の範囲と表の種類

　このように，国際的なＦＯＦ分析の沿革から，参考すべきものとして，まず，分析の

範囲と視角があげられる 。

　国際的なＦＯＦ分析のパターノの中には，いくつかの異なるタイプのものがある。そ

の分析範囲をマクロ経済分析の全体と併せて図示すれぽ，次の図の通りである 。

右の図に見る通り ，ＦＯＦ分析で実物取引のすべてを組み込んだ最も広範のものは米国

で作成されている。これに次く“範囲のものとして，最終生産物取引と金融取引を連結さ

せた日本経済企画庁の手になるものがある。さらに最終生産物のうち，資本取引と金融

取引と結合したものはフラソスやイギリスの中央統計局などによっ て推計されている 。

また金融取引だけを対象としたものとして，日本銀行やオラソダ銀行その他の数か国の

中央銀行によるものが数えられる 。

　以上はＦＯＦ分析の対象範囲の広狭によっ て分類したものであるが，ＩＭＦのＥ．ヒッ

クスは準拠資料と接近方法の面から二種に分けている。すなわち，その一つを “国民所

得勘定の垂直的拡張”と称し，国民所得勘定という実物循環を基盤とし，金融取引を導
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Ｉ・ ２－１図　ＦＯＦ分析体系の範囲
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　　　　　　　　　　　　　　　（１）　　　（ＥＰＡ）　　　（３）　　　　（４）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）
資料 ：Ａ　Ｓｔｕｄｙ　ｏｆＭｏｎｅｙ　Ｆ１ｏｗｓ　ｉｎ　Ｕｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｄ，１９５２（Ｍ．Ａ．Ｃｏｐ１ａｎｄ）

入して結合させたものである 。前図における（１）・（２）・（３）がこれに分類され，主として政

府が作成に当たっている。他の一つは “金融統計の水平的拡張”と称されるものである 。

これは本来的には純枠な貨幣分析の産物であり ，評細な通貨 ・金融統計を総合拡充し ，

部門分割を行って部門間の金融動向を追求しようとするものである 。同上図の中の（４）を

指しており ，主として中央銀行が作成に当 っている 。

　いま ，米国に公表されているｒ商務調査」（Ｓｕ…ｙ・ｆＣｕ・ｍｔＢｕ・ｍ…）の中て ，ＦＯＦ

勘定は５つの計算表を含んでいる。これらは，（１）金融機関と非金融の金融資産及び負債 ，

（２）部門別金融機関と非金融機関の金融資産と負債，（３）家計部門の資産と負債，（４）非金融

法人企業の資産と負債，（５）信用市場債務から成り立 っている。現在の米国のＦＯＦ勘定

はつぎの通りである 。

Ｉ・ ２－１表　米国のＦＯＦ勘定 ＊

部門１ 部門２ 部門 ｎ 部門集言十

ｕ Ｓ ｕ Ｓ ｕ Ｓ ｕ Ｓ ｕ Ｓ

貯　　　蓄（Ｓ）
３１ ８２ ８。

３

実物投資（１）
１１ １２ １。 １

金融投資（亙） ハ 巧 ＾ 亙

貸　　　出（Ｌ） Ｚ１ Ｌ２ Ｌ冗 Ｌ

現金預金（〃） 〃１ 〃２ 〃。 〃

　“ Ｓｕｒｖｅｙ　ｏｆ　Ｃｕ皿ｅｎｔ　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ，Ｍａｙ１９８２／ｖｏｌｕｍｅ６２，Ｎｕｍｂｅｒ ５．

日本の場合の沿革を辿ると ，経済企画庁と日本銀行の研究にほぽ集約される 。１９７８年

（４１４）
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に経済企画庁は国連の新ＳＮＡに準拠し，新しい国民経済計算体系を建て，国民経済計

算の一環として，資金循環関係の表が組み込まれている 。

　それは制度部門別ＦＯＦ勘定における金融取引として，金融資産 ・負債の増減を項目

別に示したものである。金融資産と負債の差額としての資金過不足額が，部門別資本調

達における実物取引のバラソス項目となる貯蓄投資差に対応している。制度部門別の勘

定を総合して総合勘定の資本調達勘定（金融）に当てられ，国内における部門間の金融

取引は相殺されて日本経済の最終帳尻が海外との関係として示されている。さらに付表

として，部門別金融資産 ・負債の純増がつけ加えられている 。

　一方，日本銀行においては豊富な金融統計を駆使し ，すでに１９５２年にそれまでの成果

を資金循環の分析としてまとめている。その後，１９５８年に金融取引表カ金融資産　負債

残高表とともに公表された。それは部門別（金融機関部門は細分する）に金融資産 ・負債

の細目を示し，貯蓄 ・投資差に対応する資金過不足額を導き出されており ，現在定期的

に公表しているｒ資金循環勘定」に引き継がれている。日銀の金融取引表がＩ ・２－２

表の通りである 。

　この表の上半分は貨幣の産業的流通を記録する投資 ・貯蓄勘定，下半分は貨幣の金融

的流通を記録する金融勘定にそれぞれ当てられている。各取引項目を横にみていくと ，

貨幣ないし資金がどの部門からどの部門へと流れたかという関係が分かり ，また各部門

を縦に見ていくと ，各部門はいかかなる方法で資金を調達し，いかなる方面に使用した

かという関係が明らかになる 。

Ｉ・ ２－２表　金融取引表（仮設例）

金融 公共 企業 個人 海外 合言十

Ｕ Ｓ Ｕ Ｓ Ｕ Ｓ Ｕ Ｓ Ｕ Ｓ Ｕ Ｓ

実 投資（１）
物
取
貯蓄（Ｓ）

引 （Ｓ）一（１）

資金過不足

金 現金 ・預金

融 保　　険
有価証券

取

貸出金
引 企業間信用

その他
計
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　３ ．中国において参考とすべき諸点

　国際的なＦＯＦ分析の沿革，分析の範囲及びＦＯＦ表の種類などを振り返ると ，中国

にとっ ていくつかの参考とすべき点があると考えられる。以下は，それらを概略して記

述しておこう 。

　３．１　中国におけるＦＯＦ分析 ・研究の必要性

　中国の経済改革をきっ かけとして，資金循環の形式は以前の中央集権型から現在の分

権型へと変わっている。この分権型は杜会主義経済下における市場体系を形成させるこ

とに，好ましい環境であるが，マクロ 径済の コントロールということになれぼ，そのこ

とは逆に様々な困難をもたらすことにたる 。１９８２年と１９８４年の二度の “利改税”を通じ

て， 企業は資金保有の厚みを増幅させ，それによっ て企業自身の積み立て能力は増やし

てきた。固定資産もしくは流動資産それぞれへの投資は以前の中央からの直接分配型が

銀行を始めとした金融諸機関からの貸出に変わ って，資金の源泉は広くなり ，投資方向

は多元化の動向にな っている。貨幣循環の速度は遅速化し，貨幣の発行量は激増してい

る。 ところが，この激しい変化に対して，中央政府の杜会的資金の管理手段はあまり変

化が見られない，国家財政が コントロールする資金の範囲は狭くな っていく一方，国家

財政予算以外の資金は漸増している。１９８４年から続くインフレーショソにより中央政府

がコントロールする能力は弱められてきている 。１９８０年から１９８９年まで，貨幣純投入平

均成長率（マネー・ サプライ”。）は４８％に達したが，国民所得平均成長率は９％にすぎ

ない。１９８８年，建国以来の最高インフレ率として２９％にも及んだ。その中の主な原因の

一つとしては，経済改革の発展にしたが って，資金の流れが複雑化したが，資金の流れ

についての数量的研究が不足し，杜会資金のフローとストック両面での情報が不足し ，

杜会的資金の管理にあたって盲目的な位置におかれていることになる。以上のようなこ

とだからこそ，中国では，計画経済と市場経済を調和的な結合もしくは統合を行い，市

場経済のメヵニ ズム をうまく利用するため，ＦＯＦ表を利用し，ＦＯＦ分析を行 って，離

陸状態でのマクロ 経済をよくコントＰ一ルしなければならない 。

　３．２ＦＯＦ分析のパターンの選択

　上で先進諸国のＦＯＦ分析の沿革を紹介したように，一口にＦＯＦとい っても ，各国

の金融制度や作成意図の違いによっ て， その方式ないし形態には様 々なものがある。中

国ではどういうＦＯＦ分析のパターンを選択すべきかは，重要な課題である 。

　ＦＯＦ分析のパターソの選択に関して，二つの原則が重視されなけれぼならない。ま

ずは，中国の国情にもとづいて中国経済の特徴を反映したＦＯＦ勘定を作成する必要が

（４１６）
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ある。すなわち，ＦＯＦ勘定を作成する目的と ，それに反映される主な課題とは相応す

べきである。こういう意味で言えぼ，中国は計画的商品経済の基盤に立お，計画的商品

経済のシステム が反映されるＦＯＦ勘定を作成することは，中国の資金循環動向を適確

に把握することができることになる。一方には，国際漂準化という問題がある 。ＦＯＦ

分析は世界で通用されている分析方法であるので，国際比較の場合では基本的な標準が

なければ，国際的な比較分析はできないことになる。その意味からすれば，ＦＯＦ分析

のパターンはある程度まで国際基準に基づくことも必要である。そこで，ＦＯＦ分析の

パターンの選択は，中国のマクロ 経済管理の需要に対応すると同時に，国際比較分析を

可能とする漂準化が必要となる。単なる標準化を追求し，自国の実態を反映しないのは

本末転倒であるのに対して，中国の特徴だけを考えて国際比較の標準化を考慮しないで

は， やはり効果は半減することになるであろう 。

　３．３　ＦＯＦ勘定の系統的なデータの収集

　ＦＯＦ勘定を作成するためのもう一つの重要な問題は系統的なデータを収集すること

である。ＦＯＦ勘定及び国民経済計算に関する基礎的な資料の提供を保証するため，ミ

クロ 経済計算とマクロ 経済計算との関連性が重んじられなけれぼならない。例えぼ，日

本で，企業の経済活動を記録するものは，基本的に言えぼ，フローの活動を反映する損

益計算表と ，ストックの結果を反映する貸借対照表から成り立っている。そのミクロ 計

算とマクロ 計算との関連は次の図の通りである 。

　この図は企業の損益計算を簡単に示している。企業は一定期間内に，製品を販売し ，

一部を原材料の購入費あるいは減価償却費として充当し，残りの部分を賃金と利潤に ，

さらに，税の支払いあるいは金融資産 ・負債に対する利子の受払いを行い，また投資を

し， 差額を金融負債（あるいは余剰金があ った場合は，金融資産への投資など）として，勘定

の受払いのパランスを常に保っている 。

　一国の経済も例外ではない。国民所得統計に，産業の生産，投入の構造を示す産業連

関表，金融取引を示すＦＯＦ勘定，ストッ クの記録である国民貸借対照表，海外取引を

表す国際収支表を加えると ，すべての経済活動の記述を行うことが可能となり ，生産活

動， 分配 ・再分配活動，消費 ・投資活動，金融活動の巨視的分析を整合的に行うことが

できる 。

　計算資料の源泉ときて，このミクロ 計算とマクロ 計算を結合する方法は，中国にとっ

ても非常に参考になると考えられる。現在の公表している会計 ・統計資料の上に，会計

計算と統計計算との計算制度を調整し，ミクロ 計算とマクロ 計算とカミよく結合するよう
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　　　　　　　１ ・３－１図　国民経済計算と企業活動との対応

（１）利益の発生（子業損益）

原材料費

（中間投入）

売
減価消却費

上
　　　賃金支払い

甲
営業余剰

（営業利益）

１附（２）利葦の簑分（その他損瓢い

加

：価　　　　　　　　　　　税支払い
　　　　　　営業余剰
１値

利子支払い

（注）　１ ．点線部分がＦＯＦ

　対象，斜線部分か国民所
　得統計対象，生産 ・投入

　部分か産業連関表の対象 。

　ストック部分が国民貸借

　対照表の対象 。

　　２ ．企業会計との用語

　の違いもあり ，厳密な対

　応とな っていない 。

利子受取

金融負債

　増

投　　　資

固定資産増

金融資産

　増

（純利益）

ストック

ストック

に， ＦＯＦ勘定に対する必要な資料を充足する計算制度が確立されなけれぼならない 。

ｕ． 中国資金循環分析の対象及び範囲

　１ ．中国ＦＯＦ分析の対象

　一般的に言えぱ，ＦＯＦ分析の対象は資金（ｆｍｄ・）であるが，それには計画的商品経

済における資金の範囲をどのように考えるかが課題となる 。しかし，ここではその対象

をいきなり明らかにするよりも ，むしろ資金の概念をまず検討することによっ て， その

分析範囲をほぼ定めることになろう 。

　中国におけるこれまでの資金概念は三つの観点からまとめることができる。つまり ，

（４１８）
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　０　資金は国家の計画によっ て集中され，統一的に分配されるものである 。

　　　資金は杜会主義の公有財産あるいは国民全員による所有財産としての貨幣形態で

　　ある 。

　　　資金の流れが物的生産部門の範囲に限られ，サ ービス部門における資金はとりあ

　　えず対象外となる 。

　このような資金についての定義は，現実における資金循環の状態から見れぼ，不十分

であり ，資金それ自身の性質は反映されていないと見なされる 。

　１．１中剛こおける資金循環の特徴及び管理方式の変化

　“実践は真理をチ ヱックする唯一の漂準である”という言葉もあるように，上で述べ

た伝統的な資金概念は集権型の計画経済体制に対応する資金循環の性格及びその状態を

反映している。この理論では市場のメカニ ズムは考慮されず，資金が国家によっ て直接

に統制されることを意味するのである。この観点からすれぼ，資金は行政命令で国家か

ら企業に直接分配され，企業はその資金を使用し，利潤を計上したあと ，国家に返却す

るという単純な循環をしていた。銀行は政府の一つの “窓 口” に過ぎず，企業自身の積

み立てや投資などの意欲には殆ど結び付かないままであ った。このような条件のもとで

は， 資金自身が本来もっ ている回転性，補償性，積み立て性，増額性などの固有な性質

を活かすことができなかった 。

　経済改革の発展に伴い，資金の源泉と使用の形式は株式市場，収益配当，民間信用な

どの多様且つ基本的な変化を示してきた。この激しい変化は，市場 メカニズム を利用せ

ず， 単に中央政府に全杜会の資金を直接統制させていることが最適なマクロ 管理モデル

ではないことが証明された 。

　１０年以上の改革の実践によって，国家が市場を調節して市場が企業を誘導するという

経済管理モデルが登場してきた。すなわち，それ以前の計画経済の “国家→企業”とい

うモデルが現在の “国家→市場→企業”という計画的商品経済モデルに変わってきてい

る。 その中でいわぼ資金は国民経済という身体に血液の流れとしての機能を持ってきた

ことになる。１９８８年から登場してきた資金市場はこれを証明した。“国家が市場を調節

する”と言うことは，国家が経済の法則によって信用貸出，価格政策，価格政策，税収

政策，金融利子率などの手段を使 って，資金市場の供給を調節することになる 。“市場

が企業を誘導する”と言うことは，まず，経済管理モデルを変えていくうちに，杜会的

な資金市場体系が形成されることになる。次に，企業はその資金市場を利用し，消費品

市場を相手とし，平等な基礎で互いに競争しなければならない。そこで，計画的商品経

（４１９）
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済の発展経過からすれば，国家政府は経済諸法則を利用して，資金を直接に統制すると

いう以前の管理モデルを資金を間接的に調節するという管理モデルに変えなけれぼなら

ないことになる 。

　１．２　資金循環の範囲について

　計画経済のみの条件のもとでは，資金の流れは伝統的な資金理論によっ て物的生産部

門の枠内のみに限られていた。ＦＯＦ分析を行う際に，伝統的な資金理論によっ てその

分析範囲が決められれぼ，現在の計画的商品経済条件のもとでの資金循環の状態が反映

されないし，その分析の範囲は非常に狭いことになる。したが って，現実の資金循環の

あり方と結び付けて，マルクスの杜会再生産理論によっ て資金循環の範囲を以下に検討

しておこう 。

　杜会資金循環の視角からみれぼ，資金循環の範囲は物質生産部門だけでなく非物質生

産部門をも含み，さらに個人消費をも含むべきである。マノレクスはこの問題について明

確に述べた。彼は，杜会総資本の循環の中に個別資本循環に属さない商品流通過程を含

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
ませている。すなわち，資本とならない商品流通を含むべきでと述べた。マルクスの杜

会総資本循環という理論概念によっ て杜会資金循環の問題か説明できる。このことによ

って，杜会資金と ，これを構成する各独立の個別資金とは区別される必要がある。つま

り， 杜会資金循環の中には個人消費を含み，これに応じて簡単な商品流通過程が生じる 。

しかし，個別資金循環の中ではこの過程を含まない。そこで，杜会資金の循環は杜会消

費資金を含むとすれぼ，個人消費資金をその枠の中で捉えることができる。その循環の

形態からすると ，実物資産についての資金の流れもかつ金融資産についての資金の流れ

も把握することができる。伝統的な資金理論は，個別の資金の流れと杜会資金の流れの

区別を無視し，以上のような単なるマルクスの個別資本循環についての理論のみに基づ

いている。その資金循環の範囲に留まる限り ，概念の外延が内包に合わないことになろ

う。

　現実の経済における役割によっ て， 資金は生産資料資金と生産労働資金及び杜会消費

資金に分けられる。生産資料資金は労働手段と労働対象の占用の資金を含み，それらが

原価価値などを移転する。生産労働資金は労働老が消費品を買うことを通じて消費され

るが，それによっ て再び労働力が再生産される。杜会消費資金は，商品経済杜会におい

て， 全杜会の資金循環が正常に進むために消費された部分の国民共同財産である。この

内の一部分の資金は，国家の行政管理や，政党 ・軍隊などへの支払いによっ て消費され

る。 つまり ，杜会 コストと言われる部分である 。
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　要するに，伝統的な資金概念は上のように修正しなけれぼならない。資金は杜会再生

産の過程において，増額を目的とした全ての商品の貨幣形態及び金融取引の交換媒介な

のである。このような定義及び概念を採用することによっ て資金循環分析の包括的な対

象内容と対応することになる 。

　２ ．中国ＥＯＥ分析の範囲

　ＦＯＦ分析の基本的な対象概念を以上のように理解することによっ て， 中国における

その範囲を確定して見よう 。中国の計画的商品経済の現実から見れば，ＦＯＦ分析の範

囲については，国家のマクロ 経済管理の要請，国民経済計算体系の整合性及び国際比較

という三つの観点を総合して考えなければならない 。

　過去１０年間，中国の経済管理の体制はいくつかの変革があ った。すなわち，以前には

行政手段で直接に管理することから現在では財政，金融諸政策で分配面から コントロー

ルすることに変わり ，間接的に杜会資金の配分と使用を調節し，さらには全体の国民経

済を間接的に管理するのである。このように，経済体制の改革は分配制度の改革から始

めたが，需要の膨張も分配分野で起こりはじめた。そこで，これまでの経済改革を維持

　促進すること ，ならびにマクロ 経済管理からする要請によっ て， 中国のＦＯＦ分析は

分配分野全体の資金の流れをその分析範囲としなけれぼならない 。

　国民経済計算体系の整合性から見ると ，国民経済計算はフローの計算とストックの計

算から成り立ち，フローの計算は実物面での流れの計算と資金面での流れの計算とから

仕組まれている。国民所得勘定は実物面での流れを反映し，一国の財貨サービスの需給

及び生産活動の成果としての所得などの資料を提供する。生産活動の最終的な成果は国

民総生産という指標で表す。これは新しく生産された価値である附加価値の合計額であ

る。 しかし，この最終的な成果の合計額がどのように分配され，どのように家言十と企業

との投資活動と結び付けられるか，国民所得勘定のみではまだ示されていない。したが

って，国民経済計算のもう一部分であるＦＯＦ勘定は国民経済の全体から一国財貨サ ー

ビスの分配 ・再分配の過程を反映しなけれぼならないことになり ，国民所得勘定と結び

付いて生産活動の最終成果を分配分野まで伸ぼして把握することが要請される。このよ

うに，国民経済計算の整合性を保証するため，中国のＦＯＦ分析の範囲は経済分配分野

を含むべきである。これは前述した “ＦＯＦ分析体系の範囲”の第（３）種類に当たる 。す

なわち，ＦＯＦ分析体系として，実物取引の最終生産物と金融取引部分を中国における

その範囲とすべきである。ＦＯＦ分析を採用しているほとんどの諸国においても ，その
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対象範囲は以上に述べたそれとな っている。このようにすると ，中国ＦＯＦ分析は中国

のマクロ経済管理の需要と国民経済計算の整合性ならびに国際比較との三つの方面から

見ても ，一致的な分析範囲が取られることになる 。

皿． 中国資金循環表の作成

　１９８７年の初頭，中国国家統計局，中央銀行及び財政省がそれぞれ１９８５年度の資金循環

表の試算を始めた。同年の１２月 ，中国國務院国民経済計算協調委員会はＦＯＦ表試算の

研究会を開き，同表の試算の体験をまとめ，その設計，資料の収集部門細分類及びその

応用分析などの四つの問題について，さらに検討を加えることで決定合意した。その後 ，

１９８９年から国家計画委員会，財政省，中央銀行，国家統計局，北京大学などの政府機関

及び研究機関は，ＦＯＦ分析についての共同研究プ ロジ ェクトを作 って ，同表をｆ乍成し

つつ，その時系列諸表をまとめて応用方法を研究している。一方，外国の先進的な経験

と方法を学ぶため，世界銀行やドイツなどの統計学専門家を招き，研究会を重ねた。特

に， １９９０年１０月 ，中国国家統計局の招きで，京都大学経済研究所，日本経済企画庁，総

務庁統計局，大蔵省，通産省，日本銀行，日本経済新聞杜などの統計専門家を代表とす

る日本経済統計代表団が中国を訪問し，北京で中日経済統計研究会が開催された。同研

究会では，日本の国民経済計算やＦＯＦ表の作成及び応用方法などの諸経験が紹介され
，

中国の国民経済計算体系の作成にとっ て参考とな った 。

　筆者は中国国家統計局の研究プ ロジ ェクト国民経済計算体系に参加した一員として
，

以下に中国ＦＯＦ表の作成上における諸問題について検討を加又ておきたい
。

　１ ．中国におけるＲＯＥ表の部門分類

　国民経済計算体系（ｓＮＡ）の中で用いられる基本的な取引部門の分類は，０財貨サ ー

ビスの生産活動について用いられる経済活動別分類，および　所得 ・支出勘定以下の勘

定で用いられる制度部門別分類の二つがある。このように，国民径済計算では生産活動

を扱う部分と ，所得の分配，処分及び投資にどの金融活動を扱う部分とでは，異なる取

引の分類が用いられる。この理由は，生産についての意思決定の主体は生産活動を行う

基本単位であるに対して，所得や投資などの金融取引に関する意思決定の主体は法人企

業や家計などのような制度的主体であると考えられるからである
。
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　生産活動に伴って発生した国民所得がどのような取引（例えぱ移転取引）を経て消費あ

るいは投資活動に結び付き，それに伴ってどのような金融取引が生じるかを表したもの

カミＦＯＦ表であることはすでに説明したカミ，これに用いられる取引主体の分類が制度部

門という分類である。すなわぢ，非金融法人企業，金融機関，一般政府，対家計民間非

営利団体，家計（個人企業を含む）及び海外の諸部門に大きく分割され，さらに必要に応

じてそれぞれの部門について細かい部門分類がなされている 。

　１９８９年７月 ，中国国務院の国民経済計算協調委員会は『中国の国民経済計算体系方

案』を発表した（以下ではｒ方案』という）。 この『方案』の中で，中国経済管理の実務と

関連する部門分類は “主管部門”によって分けられている。これは中国の資金分配と財

務管理が主管部門で行われるからである。主管部門というと ，

　財政 ：中央財政，地方財政，地方財政予算外収支

　行政事業 ：政府機関，公共団体など

　金融 ：中央銀行，専業銀行及び他の金融機構

　企業 ：利潤をあげる生産 ・流通 ・サ ービス業

　家計 ：都会と農村の家計，個人企業をも含む

　海外

などである。このような部門分類はＳＮＡの制度部門分類とほぽ一致する 。

　２ ．ＲＯＥ表の設計について

　前述したように，１９８７年中国財政省，国家統計局，中央銀行がそれぞれＦＯＦ表の試

算を行った。その試算の経緯をまとめて，１９８９年国民経済計算協調委員会が『方案』を

発表した。以下にその表の設計についてさらに検討を加えておきたい 。

　２．１財政省の表について

　財政省の試算した「国民経済貨幣　資金勘定マトリソクス表」（簡表付表）から見れ

ぼ， その部門分類は企業，金融，国家財政，家計，行政，信用 ・貸出及び海外などの７

つの部門に分類され，表の仕組みは複合分類を取る。すなわち，部門分類もあるし，項

目の分類もある。投入と産出の関係によっ て， 部門間の収入と支出の関係が反映できる

し， 項目問の収入と支出の関係が反映できる。その分析範囲から見れば，前述した

“ＦＯＦ分析体糸の範囲”の（１）に相当し，中間生産物を含む実物取引と金融取引を包括し

ているのである。そのほか，この表は経常取引と資本取引に分類され，各取引の収入 ，

支出及び投資の過程を明確に表し，財政管理の要求が反映されている 。

（４２３）
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中国における資金循環分析手法の展望（張） １１１

　ところが，国民経済計算体系の視角から見れば，財政省の表はわが国の国民経済計算

体系からすれぼ，あまり適格ではない。国民経済計算はその体系の整合性を追求すべき

であるが，財政省の表は実のところＭＰＳ（Ｍ
・ｔ・・ｉ・ｌ　Ｐ・・ｄｕ・ｔ　Ｓｙ・ｔ・ｍ，物的生産方式）体系の

総合財政平衡表に当たる。すなわち，その表は中間生産物取引を含んだ生産額から ，国

家財政の分配 ・再分配を経て各部門の所得となり ，次に消費 ・蓄積を処分する所までと

いう過程を反映していた。けれども ，こういう過程を通じて実物面の流れが資金面の流

れにどのように結び付くかが示されていなく ，多様化している金融活動についての詳細

を反映できない。その上，その分析範囲が国民所得統計にも接合できない。そこで，財

政省の表は，国家財政管理の面からみれぼ必要となるが，国民経済計算体系の整合性か

ら見れば不適切である 。

　２．２　国家統計局の表と中央銀行の表について

　国家統計局と中央銀行のＦＯＦ表は国際的なＦＯＦの標準表とほぽ同じである。制度

部門によっ て資金面の流れを家計，企業，行政事業，財政，金融及び海外などの６つの

部門に分類されている。国家統計局の「資金流量表」（付表１）は国民所得の分配と貯蓄

・投資の実物取引活動が示されているが，中央銀行の「資金流量表」（付表２）は貯蓄 ・

投資に対応する金融取引活動を反映している 。

　その勘定方法を見ると ，国家統計局は「収入法」を取っている。すなわち，部門別の

所得資料をまとめて各取引関係を調整してから，部門別の可処分所得が取られ，次にそ

の可処分所得から実物取引の資料が取られる。一方，財政金融資料を利用し金融取引の

資料を用いて，実物取引部分が中心とな って金融取引部分をそれに結び付ける。中央銀

行は「逆推計法」を取っている。その基本的な原理は，一国の経済の中に全国の貯蓄と

投資の過不足が国際収支によっ てバランスが取られる。国内部門別の貯蓄と投資過不足

が金融機関を通じて部門別の金融資産あるいは負債となるのである。具体的な処理方法

として，国際収支表によって国内貯蓄 ・投資の過不足が決められ，この過不足分は部門

に分割され，金融統計のデータからの部門別それと照合される。こうすると ，該当部門

の国際と国内の金融状況によっ て同部門の貯蓄 ・投資の過不足分が判明する。それによ

って手に入れたデータで該当部門の投資額が計算でき，つぎに該当部門の貯蓄額も推計

できる。そして，記入した統計資料を利用し，部門別の経常取引と消費額が推計でき ，

最後に，部門別の所得が推計できることになる 。

　「収入法」と「逆推計法」との結果を見ると ，両者はほぽ同じにな った。すなわち ，

この２つの方法を利用してその計算結果については，互いにチ ェックすることができる

（４２５）
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という機能を持っている 。１９８９年，国家統計局のＦＯＦ表（実物取引一付表１）と中央銀

行のＦＯＦ表（金融取引一付表２）は中国国民経済計算協調委員会に採用され『方案』に

導入された 。

　２．３　ｒ方案』におけるＦＯＦ表の設計について

　ｒ方案』の中で，ＦＯＦ表は実物取引部分と金融取引部分に分けて並列表方式を採用し

ている。その特徴は次のとおりである。分析範囲から見れば，すでに紹介した “ＦＯＦ

分析体系の範囲”の（３）に相当している。表における部門別の附加価値から可処分所得ま

での間で財政資金分配の状況を具体的に反映することができる。計画商品経済システム

という特徴を表し，そのもとで，財政機能は市場経済に介入 ・参加することになる。そ

のため，財政分配の資金は重要なウェイトを占めるので，ＦＯＦ表の実物取引部分とし

てその分配状況が詳しく反映されることになる 。

　『方案』の中で，ＦＯＦ表は並列表という形式を採用している。これはマトリックス表

そのものではなく ，同表ほど与えられる情報が精級でなく ，展開機能も弱いので，ｆ乍成

できたＦＯＦ表はまだいくつかの不十分なところがある。たとえぼ，実物取引部分表で ，

経済活動部門において生産された附加価値を制度部門に転化することは不完全となり
，

附加価値が “行”によって合計されない（合計すると ，収入と支出の両方が同時に重複的に計

算される）。 同じように，金融取引表の中で，貯蓄を投資に転化する場合，単なる貯蓄の

源泉を反映するが，貯蓄使用の方面を反映せず，やはり “行”によっ て合計されない

（列の合計はその差額だけが示される）。

　そのほか，『方案』はＦＯＦ表を実物取引部分と金融取引部分に分けているが，経常

取引と資本取引を分けていない。やむをえず，資本移転は経常取引勘定の中に計上され

ている。これでは「貯蓄」総額の計算には不適切である。ＦＯＦ表の中では，貯蓄は所

得から経常移転と消費を除いた差額に当たるばずであるので，資本移転を控除してしま

うわげにはいかないのである。このような問題は，ＦＯＦ表を試算する際にさらに調整

を加える必要があろう 。

　３ ．中国におけるＲＯＲ表の再設計

　資金循環の視角からマクロ 経済を コントロールできるように，ＦＯＦ表の設計は全杜

会の資金循環の源泉と使用及び国民経済循環との複雑な関係が示されなけれぼならない
。

　ＦＯＦ表は国民経済計算体系の一部分であるので，ＦＯＦ表の設計は国民経済計算体系

との整合性が考慮されなけれぼならない 。

（４２８）



中国におげる資金循環分析手法の展望（張） １１５

　すなわち，ＦＯＦ表のデザィンは，積木細工のように目的に応じて分解し，種 々の統

計加工が可能となるよう設計されるべきである。ここで目的というのは，資金循環機能

としての観点からのみあげれば，回転性，補償性，積み立て性，増額性等を指している 。

以上がＦＯＦ表の設計の原則であろう 。

　次に，国民経済循環の仕組み全体との関係から考えて見よう 。国民経済循環総合表は

二つの分解方法がある。一つは勘定分解法であり ，すなわち，直接的にその行列を若干

の勘定に分解する。もう一つは平衡表分解法であり ，直接的に国民経済循環総合表を国

民貸借対照表（調整表を含む），産業連関表，国民所得統計及び資金循環表（国際収支のデ

ータはそれぞれ産業連関表，国民所得統計及び資金循環表の中に含む）に分解する。平衡表分解

の条件のもとで，ＦＯＦ表は国民経済循環総合表の一部であるので，それにはマトリッ

クス表示形式が導入されるべきである。その関係は次の表（皿 ・３－１）のとおりである 。

１皿

・３－１表　国民経済循環総合表

期首資産 生産 消費 蓄積 国外 期末資産

期首資産 期 末

生 産 産 出
期 資

消 費 投 国民所得

蓄 積 首 入 資金循環表１ 産

国 外 国際収支
期末資産 負 債

　この表は国民経済循環の構造体系を表している。ＦＯＦ表によっ て反映されているの

は， 国民所得統計と結び付いた附加価値なのである。生産から分配 ・再分配を経て最終

支出にかけての過程の中で，期首 ・期末資産及び負債は国民経済のストックを示し，産

業連関表は財貨サービスの生産と所得形成を反映し，国民所得統計と資金循環表は国民

経済の実物面の流れと資金面の流れを反映しているが，国民所得統計は財貨サ ービスの

最終生産物の価値を示し，ＦＯＦ表はこの最終生産物価値についての分配を示し，その

消費と投資の源泉を反映している 。

　具体的に言えぼ，ＦＯＦ表の主な内容は次の各部分を含むべきである。すなわち ，

　¢　制度部門別の附加価値

　　　制度部門別の附加価値によっ て計算された原始所得

　　　制度部門別の経常取引の収支

（４２９）
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＠　制度部門別の消費支出と貯蓄

　　制度部門別の資本取引と金融収支

　　制度部門の投資

の　経済活度部門別の投資

以上の七つの部分の内容は資金循環の始点から終点までの全部の活動を含んだものであ

る。

　ＦＯＦ表において，以上の内容に対応する四つの転化をしなけれぼならない 。

　第一は制度部門別の附加価値を制度部門別の所得に転化する

　第二は制度部門別の原始所得を制度部門別の消費と貯蓄に転化する

　第三は制度部門別の貯蓄を制度部門別の投資に転化する

　第四は制度部門別の投資を経済活動部門別の投資に転化する

この四つの転化は四つのパランス式によっ て表される。つまり ，

　０　制度部門別の附加価値＝制度部門別の原始所得

　　　原始所得十経常取引純額一消費＝貯蓄

　　　貯蓄十資本取引純額十金融取引純額＝制度部門投資

　＠　制度部門別の投資＝経済活度部門の投資

以上の七つの部分の内容，四つの転化，四つのパランス関係を反映したＦＯＦ表は，次

のマトリック表によっ て表される 。

１皿

・３－２表資金循環表モデル

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０

１．

源泉部門
Ｆ１４ Ｆ１８

２．

経常収支
Ｆ２１ Ｆ２３ Ｆ２９

３．

領収部門
Ｆ３２ Ｆ３２＊

４．

消　　　費 Ｆ４３

５．

調達部門
Ｆ５３ Ｆ５６ Ｆ５７

６．

資本取引
Ｆ６５ Ｆ６９

７．

金融取引
Ｆ７５ Ｆ７９

８．

投　　　資 Ｆ８５

９．

国　　　外
Ｆｇ２ Ｆｇ６ Ｆｇ７ Ｆｇ８

１０

．合　　　計

（４３０）



　　　　　　　　　　中国における資金循環分析手法の展望（張）　　　　　　　１１７

　マトリックス表の中で，行（・０Ｗ）は資金の流入（ｉｎＨＯＷ）を示し ，列（・・１ｕｍ）は資

金の流出（０ｕｔＨＯＷ）を示している
。

　ハ２１ とハ３２ は第一の転化を示し，篶１は制度部門別の附加価値であり ，＾２は制度部

門別の原始所得であるので ，

　　ハ２１＝ 巧２

となる 。

　第二の転化は第２の行と列及び第３の行と列によっ て示される。つまり ，

　　凡２＋凡２＊一 巧３一 凡３＝ 凡３

ここで，巧２＊は経常取引の収入，凡３は経常取引の支出，凡３は制度部門の消費，ム３

は貯蓄を示している 。

　第三の転化は第５の行と列及び第８の列によって示されている。つまり ，

　　瓦３＋凡６＋凡７一 凡５一 巧５＝ 払５

ここで，凡５は投資を示す 。

　第四の転化は第８の行と列によって示されている。凡５の列から見れぼ，制度部門の

投資であり ，その行から見れば，経済活動部門の投資である 。

　このモデルの中で，海外との非取引収玄を第９の行と列によっ て示されている 。

　このＦＯＦモデルが産業連関表と結び付いている。それは資金面での流入の入口と流

出の出口が有り ，これらが両者を結び付ける境界もしくは接合部を構成することも明ら

かである。このモデルの中で，ＦＯＦ表が産業連関表と結ぶところはハ。。 ・亙１４ ・ア１８ ・

ム８ となるのである。篶。は産業連関表の最終投入によっ て転化されたものであるが ，

産業連関表は経済活動部門によっ て分類され，ＦＯＦ表は制度部門によっ て分類されて

いるので，凡１も資金循環表の流入の入口で，ＦＯＦ表における資金循環の基本的な源

泉となる 。亙１４ と亙１８ は資金循環の過程が終わっから産業連関表へ戻した資金のフロー

であり ，その源泉は亙８５ から来たのである。けれども ，このハ８５ は， 産業連関表の中で

生産の産業部門によっ て分類されており ，一方ＦＯＦ表の中での投資主体となる産業部

門， つまり非金融法人企業部門などによっ て分類されているので，ハ。８ はＦＯＦ表の資

金フロー の出口となる。ム８は国際収支の純差額であるが，この純所得は最後に商品の

輸入によっ て使われるので，ム８は産業連関表の純輸入量と同じである。以上がＦＯＦ

表の設計の基本原理となる 。

　以上のような考え方に立ち必要な調整を施せば，それにより作成できた中国ＦＯＦ表

は中国マクロ 経済分析ならびに国際比較分析にとっ て有用且つ有効となる 。ＦＯＦ表を
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作成することで，モノの流れと資金の流れを結び付け，事前的かつ金融的視角からその

循環構造を明確にした上で，いろんな問題が一早く発見でき，経済調整政策を決定し実

行することが可能となる 。

　４ ．ＲＯＲ表および同分析の国民経済計算体系に占める位置

　中国における国民経済計算体系は，その反映されている内容から見ると ，５つの分野

を含むべきである。すなわち，０杜会再生産の条件を示す内容は，人口平衝表，労働力

平衡表，国民貸借対照表，自然資源平衡表を含む。　杜会財貨 ・サービスのフロー を示

す内容は，国内総生産 ・支出表，資金循環表および国民経済循環総合表によって反映さ

れる 。（３）杜会の実物と物価を示す内容は，杜会の実物財貨の資源と使用平衡表，財貨サ

ービス総合物価指数によっ て反映される。¢海外取引を示す内容は，国際収支表によっ

て反映される。　人口と資源と経済との間の関係を示す内容は，杜会経済指標体系と数

量モテルによっ て反映される。以上の５つの分野は国民経済計算体系の基本的な枠組み

とそれを分析する仕組みとなる 。

　そうした国民経済計算体系におけるＦＯＦ表の占める位置を見れぼ，次の図のように

なる 。

　ここでは，同（計算）体系の国民経済を構成する基本各要素，すなわち，杜会再生産

条件，杜会経済の活動 フロー およびストック ，それらの結果を反映した実物と価格など

の基本統計資料をもとに，以上に述べてきた資金循環としてのフロー およびストック面 ，

さらには両者の需給バランスを中心とした（調整）機能としての役割を果たすべく位置

付けられる 。

　また，ＦＯＦ分析の数量経済モデルに占める位置を見れぼ，産業連関モデルおよびそ

れを接合した国民所得分析モデルとともに，それらの実物面を主とした諸結果の貨幣的

反映，さらには貨幣 ・資金の原因による実物面への影響 ・効果，つまりは国民経済成長

全体に果たす役割についての評価を得ることができる。リアルフロー を連結してこそ本

来の役割が果たせるというわげである 。

む　す　び

ＦＯＦ分析は中国で新たな課題である。経済改革の発展と新国民経済計算体系を作成
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　　　皿 ・４図

　　第一の段階

人口平衡表

労働力平衡表

自然資源、平衡表

国内総生産と支出

所得 ・支出勘定

国民経済循環表

国民経済計算体系構造

　　　　　　第二の段階

　　　　　　　産業連関表

　平衡表分解資金循環表
　　　　　　　貸借対照表

１１９

勘定分解［蓑滋独狐
階に設置）

実物！価格／掌…讐午使用

海外取引　　　　国際収支表

　　　　　　　人口と経済発展比率関係

　　　　　　　人口と白然資源比率関係

分析指標体系　　自然資源と経済発展比率関係

　　　　　　　労働力と自然資源比率関係

　　　　　　　労働力と経済発展比率関係

　　　　　　　経済効果指漂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　産業連関モデル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　国民所得分析モデル

数量経済モデル：国民経済循環分析モデル　資金循環分析モデル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ストック分析モデル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　他の数量経済モデル

するにあた って，さらに研究し検討を加えなけれぱならない。本稿は国際的にＦＯＦ分

析の概略を整理した上で，中国に適応するＦＯＦ分析パターンを検討した。その上，中

国ＦＯＦ分析の対象と範囲，試算したＦＯＦ表に対する評価，ＦＯＦ表の設計の基本原理 ，

ＦＯＦ表のモデル，作成できたＦＯＦ表の調整，ＦＯＦ表と国民経済計算体系との関連に

ついての考え方をまとめたものである 。

　もちろん，ＦＯＦ表は決して単独で万能表となるわけではない。ＦＯＦ分析は角度の異

なる視点をもっ ており ，それぞれに対応する分析表が用意されなけれぼならず，なお同

表についても時系列の統計データが必要である。ＦＯＦ表及び同分析の現状では，数量

モデルの作成と機能分析を行うことはまだ困難であろうが，長期間の時系列統計デ ータ

がまとまれぱ，景気変動や政策制度の変更など影響 ・効果の要因を総合的に分析して ，

そこから資金循環自身の安定要因とその法則関係を導き出し，安定係数が設定できるこ

（４３３）



１２０ 立命館経済学（第４０巻 ・第３号）

とによっ て， 数量モデルが作成され，機能的な分析を行うことが可能となる。これらの

諸問題は本稿のなかではっきり語ったものではないが，次の課題として続けて研究して

いきたい 。

　（本稿は多方面のご指導によって作成できた。特に国民経済計算の実際に関し貴重な

示唆を与えられた中国国務院国民経済計算協調委員会副主任でご逝去された蘇徳宣先生 ，

指導教官である立命館大学教授鈴木登先生，京都大学での指導教官である京都大学経済

研究所教授佐和隆光先生，日本銀行調査統計局の安田貞一先生に深く感謝の意を表した

い。

　もし，本稿の中に誤りのある場合，その責任は筆者にあるので，その誤りの点につき

ご叱正を頂きたい 。）

　　１）マルクス 著， 王亜南訳『資本論』第２巻，１２５べ 一ジ ，１９６４年，人民出版杜 。
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